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県労連幹事団交渉越年／11/15の戦術配置は延期
「同一労働同一賃金は共有する」とする一方で、格差を温存する回答に終始

「同一労働同一賃金」に基づく臨任・非常勤の処遇改善を！高齢層いじめの逆提案の撤回を！
「同一労働同一賃金」ってわかってます？
県労連は11月7日第3回幹事団交渉を行いました。
この日の交渉で幹事から、「不合理な格差をなくすという考え方が当局から伝わってこない。『同一労働同一賃金』の実現という方向性は共有できるのか。」と質したところ、労務担当局長は「『同一労働同一賃金』は共有できている。」と回答しました。
その一方で、臨任職員の療養休暇を常勤同様に改善する要求に対しては「職員の代替の臨任職員が長期療養になった場合、権利として90日休むことになる。職場への影響があるので難しい。」と回答しました。
県労連は「病気はだれでもなるし、なりたくてなる人はいない。なぜ臨任職員の長期休暇だけが問題になるのか。」「権利の行使が職場に影響を与えないように措置するのが『同一労働同一賃金』実現のために雇用者に求められる責務ではないか。」と追及しました。
当局は本当に『同一労働同一賃金』を理解しているのでしょうか？
臨任職員であれば、有期雇用であること以外、常勤職員と何ら変わりません。「有期雇用であることのみを理由に格差を設けてはならない」ということが、『同一労働同一賃金』の法改正の核心です。
不妊治療・男性育休、やる気がありますか？
これまでの交渉で当局は、「不妊経験者の話を丁寧に聞きたい。」「ただ、プライバシーもあり情報が集まらない。」「組合からも情報をいただきたい。」と回答していたので、県労連から「不妊治療や男性の育休取得について、プライバシーがネックであれば、まず、庁内のアンケート機能を使って、匿名で情報を収集してはいかがか。」「十分な情報でないとしてもそれを端緒に具体的な話を聞くこともできる。」と提案しました。
しかし当局は、「当事者の話を聞きたい」を繰り返すばかり。本当にやる気はあるのでしょうか？
災害発生時の対応を整備すべき！
災害時対応で、「迂回通勤の実費弁償」については、「他県の情報を調べている」としましたが、「退勤時の危険回避特休」については、「災害時の公務の役割がある」「条例改正の必要がある」と消極的な姿勢。
障害のある職員や育児・介護を担う職員を安全に帰宅させるのは雇用主としての責務です。
また、「災害時の公務の役割」というならば、持続可能な体制を作るために、必要人数以外は帰して翌日以降の交代要員とすることの方が合理的です。

職員のモチベーションをどう維持するのか！？
この間の「給与の総合的見直し」による事実上の昇給延伸、今年4月の現給保障の廃止による給料引下げ、今回の「昇給抑制」と「独自号給の廃止」。理屈はともかく当局はどうやって高齢層のモチベーションを維持しようと考えているのでしょうか。やる気が持てる具体的な提案があればぜひ示していただきたい。
課題の前進をめざし越年交渉を決断
交渉の中で労務担当局長は「現時点で500億円の歳入減と200億円の歳出増で700億円の財源不足が見込まれる。加えて、台風15･19号の被害対策も必要となっている。極めて厳しい状況。人事委員会勧告は労働基本権の代償措置として尊重しなくてはならないが、県民も強い関心を寄せており、議会からも注目されている。」と述べ、「財政状況の見通しについて1月にならないと見極めることが困難な状況。最終交渉までに状況が変わることはないため、スケジュールを変更していただきたい。」と、県労連に提起しました。
交渉終了後の幹事会で協議し、月例給と一時金の引上げ勧告の完全実施を実現し、臨任・非常勤職員の処遇改善、次世代育成課題などの前進をめざして、越年交渉には応じることとしました。
県労連総決起集会の自治労県職労の決意表明

　私からは、「同一労働同一賃金」の視点から、臨任・非常勤職員の格差解消の取組を強化することを訴えさせていただきたいと思います。
今春、東大入学式の祝辞で、上野千鶴子さんは、「世の中には、がんばっても報われないひと、がんばろうにもがんばれないひと、がんばりすぎて心と体をこわしたひとたちがいます。」「あなたたちのがんばりを、どうぞ自分が勝ち抜くためだけに使わないでください。恵まれた環境と恵まれた能力とを、恵まれないひとびとを貶めるためにではなく、そういうひとびとを助けるために使ってください。」と話されました。
　私はこの話に感銘を受けたと同時に、この言葉は、公務員、特に公務の正規職員にも言えるのではないかと思いました。
　世間では私たち公務員の賃金・労働条件は恵まれていると言われます。時にはいわれのないバッシングを受けることもあります。
私たちの賃金・労働条件は、諸先輩方をはじめとして、本日この会場に結集している仲間のみなさんが、時には厳しい活動の中で勝ち取ってきた、労働者として当然の権利であり、批判されるいわれはありません。
　しかし一方で、私たちの職場には、正規職員と大きな待遇差のある、臨任・非常勤職員の仲間がともに働いているのも事実です。
　ある臨任の仲間は、欠員代替として文字通り職員と同様の仕事をしているにもかかわらず、給与が1級37号の上限に達しているため何年も昇給がありません。病気になっても無給を含めても療養休暇が10日しかないため、「怖くて療休が取れない。年休で対応せざるを得ない。その年休も雇用の空白期間が解消されたとたんに、何の説明もなく、年度当初の年休が2日となってしまった。雇用の継続も大事だが、せめて雇用されている期間だけでも、安心して年休が取れるようにお願いしたい。」と言っていました。
　また別の行政補助員の仲間からは、「3年に一度、年末が近づくとだんだん気が重くなる。来年も雇用が続くだろうか、楽しいはずのお正月も祝えない。民間はパートタイムでも一生懸命働いていれば、雇用は継続してもらえる。なんで県はだめなのか。」と悲痛な気持ちを訴えられました。
　私たち自治労県職労は、同じ職場で働く仲間として、県民の福祉のために働く県職員として、このような格差の中におかれている仲間をそのままにしておくことはできません。
民間企業においては、来年４月から、「パートタイム・有期雇用労働法」、「同一労働同一賃金ガイドライン」が施行され、中小企業においても再来年４月から適用されます。これにより、正規労働者とパートタイム・有期雇用労働者の間の不合理な待遇差が禁止されます。
公務においても来年４月から「会計年度任用職員制度」が導入されますが、現段階でその差は歴然です。
これまでの交渉で、特に休暇制度について、「同一労働同一賃金」の視点に基づく改善を強く求めていますが、当局は「労基法を上回っている」、「療養休暇については、今年改善したばかり」との回答に終始しています。当局のこのような姿勢は、「同一労働同一賃金」をめざす社会正義に反するものです。
　私たちは、自らの賃金・労働条件を維持・向上させるとともに、「同一労働同一賃金」の視点に立って、私たちの職場から不合理な格差を解消する責務があると思います。
　みなさん！県労連の力を結集して、職場で共に働く仲間のために、社会的正義を実現しようではありませんか！自治労県職労はその先頭に立つことをお誓いし、自治労県職労を代表しての決意表明とさせていただきます。ともにがんばりましょう！
第３回県労連幹事団交渉概要

	〇県人事委員会勧告の実施
県労連：財政問題に結びつけ実施困難ということは受け入れられず、早期に明言するべき。
当　局：財政状況は1月でないと見極められない。交渉スケジュールの延期をお願いしたい。

	〇住居手当の見直し
県労連：安い家賃の若年層職員は実質的な賃下げとなる。国は公舎使用料値上げを受けての住居手当の対象家賃下限額の見直しだが、県は公舎も無く、国とは状況が異なる。住居手当2,000円超え減額者への経過措置の対象者はわずかに12名で、激変緩和措置にはならない。
当　局：現在の水準は国や民間を上回っており、国が行った上限額の引上げ改定は必要無い。県人勧で経過措置は自治体に委ねるとしていることから、国同様の経過措置をとる。

	〇再任用職員の一時金
県労連：再任用職員は若手の人材育成をしながら職場の中核を担っている。県人事委勧告で高齢層職員のモチベーションの向上を図り、知識・経験を一層活用することが求められている。国と県では再任用の勤務実態が異なる。2007年とは違い現在は年金支給がない。
当　局：人事院と人事委員会では再任用手当の民間調査を実施しておらず、常勤との支給割合を維持し期末勤勉手当を支払っている。2007年にも同様に再任用の引上げを据え置いた。

	〇給料表県独自号給の廃止
県労連：国は、最高号給に到達する前に、多くの職員が昇格するので最高号給まで到達する職員は少数。最高号給在給率は、現行でも国よりも多く、仮に国同様とした場合は、1/4を超える（6級以外）異常な数値となる。国同様とした場合、引き下げ額は最大で、4級で9,200円、5級で11,700円、6級で16,500円、7級で7,200円の削減となる。
当　局：昇給運用等について、公表資料がないので比較できない。

	〇55歳超の昇給抑制
県労連：高齢層の給与は、県内民間を上回る水準ではなく、抑制する根拠がない。号給の廃止を含め、高齢層のモチベーションの維持をどのように考えているのか。
当　局：国と違い、高齢層については給料表で厚くしている。

	〇当局による勤務の割振り変更の弾力化
県労連：職場の多くは時間外勤務が日常的で、柔軟な勤務時間の実施が可能な昼間にゆとりがある実態にはない。所属の業務上の判断が優先する恐れもあり、現状では導入反対。
当　局：例えば医師会の会議は19時以降に行われることが多く、医師会との調整が必要な所属で制度導入を求める意見がある。選択肢を増やす意味でも導入したい。

	〇臨任・非常勤・会計年度任用職員の「同一労働同一賃金」に基づく労働条件の改善
県労連：臨任職員の給与上限の撤廃。臨任・非常勤職員の療休・年休等の労働条件改善。
当　局：上限を廃止すると10億円程度予算かかり苦慮している。会計年度任用職員の出産休暇、風水害特別休暇、妊娠時の通勤緩和、介護休暇などは現行を維持したい。臨任が長期の療休を取得した場合職場への影響が大きい。

	〇災害時対応の整備（退勤時特休・迂回通勤・水防等服務の改善・オンコール手当）
県労連：退勤時特休の新設、迂回通勤の実費弁償、水防等服務の改善、オンコール手当新設
当　局：退勤時特休は、条例改正が必要で、災害時に公務としての役割がある。迂回通勤は、できるかできないか、他県状況を調べている。緊急参集は、自宅から職場まで被災状況を確認することを業務命令としている。水防業務は職場到着後。オンコール手当は、待機していることは管理監督者の指揮命令下にはなく業務ではない。

	〇次世代育成（不妊治療・男性の育休）
県労連：より実効性のある不妊治療支援のための休業制度の新設。男性の育休取得の促進。そのためには課題の把握が必要。まずアンケート機能を活用した実態の把握をすべき。
当　局：当事者の声を聴きたい。アンケートするにしても聞いていいことと悪いこともある。



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































